
項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

普段の生活の中
で、幸せな気持ち
になることがある
子どもたちの割合

「普段の生活の中で、幸
せな気持ちになることは
どれくらいありますか」
という質問に対して、
「よくある」、「ときど
きある」と肯定的な回答
をした公立小中学生の割
合（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

ウェルビーイングとは身
体的・精神的・社会的に
良い状態にあることか
ら、子どもたちの生活の
場である家庭や学校な
ど、普段の生活の中で幸
せな気持ちになることが
ある子どもたちの割合を
選定しました。

小学生
90.1%
中学生
87.9%

小学生
91.0%
中学生
90.0%

現状値が全国平均と比較し
て小学生は低く、中学生は
高くなっている状況をふま
えて、小学生は全国平均、
中学生は90％を目標として
設定しました。

自分にはよいとこ
ろがあると思う子
どもたちの割合

「自分には、よいところ
があると思いますか」と
いう質問に対して、肯定
的な回答をした公立小中
学生の割合（文部科学省
「全国学力・学習状況調
査」）

自己肯定感は意欲を高
め、子どもたちが自信を
もって成長するための原
動力となることから、自
分にはよいところがある
と思う子どもたちの割合
を選定しました。

小学生
81.9%
中学生
80.9%

小学生
84.0%
中学生
82.0%

現状値が全国平均と比較し
て小学生はやや低く、中学
生はやや高くなっている状
況をふまえて、小学生は全
国平均（令和５年度
83.5％）を上回るよう、中
学生は現時点の数値を上回
ることを目標として設定し
ました。

「全国学力・学習
状況調査」におけ
る本県の子どもた
ちの学力の伸び

「全国学力・学習状況調
査」において文部科学省
が示す正答数分布の４階
層（ＡＢＣＤ層）におけ
るＡＢ層の公立小中学生
の割合（全国を100とした
場合の本県の値）（文部
科学省「全国学力・学習
状況調査」）

子どもたち一人ひとりに
学習指導要領で求められ
る確かな学力を育み、子
どもたち全体の学力を伸
ばすことが大切と考え選
定しました。

小学生
97.1

中学生
98.4

小学生
101.0
中学生
102.0

全国学力・学習状況調査に
おいて、ＡＢ層の子どもの
割合が全国平均より低いこ
とから、全ての子どもたち
の学力を向上させること
で、全国の割合を100とし
た本県の値を毎年度１ポイ
ントずつ伸ばしていくこと
を目標として設定しまし
た。

授業で、課題の解
決に向けて、自分
で考え、自分から
取り組んでいると
思う子どもたちの
割合

「授業では、課題の解決
に向けて、自分で考え、
自分から取り組んでいま
したか」という質問に対
して、肯定的な回答をし
た公立小中学生の割合
（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

確かな学力の定着には、
授業において、課題解決
に向けて主体的に学習に
取り組むことが大切であ
ることから選定しまし
た。

小学生
79.1%
中学生
81.6%

小学生
82.4%
中学生
87.4%

中期的には増加傾向にあ
り、現状値は全国平均と比
較して小学生は同程度、中
学生はやや高くなっていま
す。今後も、増加傾向を継
続させていくことをめざ
し、令和９年度に小学生で
3.3ポイント、中学生で5.8
ポイント増加することを目
標として設定しました。

幼保小接続に関す
る研修等を実施し
た市町の数

「幼保小接続に関する研
修等を実施しましたか」
という質問に対して、
「実施済み」と回答した
市町の数（三重県教育委
員会調べ））

幼稚園・保育所等、小学
校を所管している市町が
主体となって研修等を実
施することが、円滑な幼
保小接続に資することか
ら選定しました。

21市町
(R4)

29市町

令和４年度の実績値から毎
年度２市町ずつ増加し、令
和９年度には全ての市町に
おいて幼保小の円滑な接続
を図るための取組を実施す
ることを目標として設定し
ました。

学校における人権
教育を通じて、人
権を守るための行
動をしたいと感じ
るようになった子
どもたちの割合

県立学校の生徒を対象と
したアンケート調査にお
いて、「差別をなくすた
めに何かできることをし
たい」と思うかどうかを
問う質問に「そう思っ
た」、「やや思った」と
回答した生徒の割合（三
重県教育委員会調べ）

自他の人権を守るための
実践行動力を育成するこ
とが人権教育の目的であ
り、行動に向かう意欲や
態度を育むことが必要で
あることから選定しまし
た。

93.1%
（R4）

100%

自他の人権を守ろうとする
意欲や態度を全ての子ども
たちが身につけられるよう
に取り組むことを目標とし
て設定しました。

基本施策１   未来の礎となる力の育成

(1)

一人ひと
りの自己
肯定感に
つながる
教育の推
進

(2)
確かな学
力の育成

(4)
人権教育
の推進

(3)
幼児教育
の推進

施策名

「三重県教育ビジョン（仮称）」最終案の施策のＫＰＩ（案）

資料５
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

道徳の授業で「考
え、議論」してい
る子どもたちの割
合

「道徳の授業では、自分
の考えを深めたり、学級
やグループで話し合った
りする活動に取り組んで
いますか」という質問に
対して、肯定的な回答を
した公立小中学生の割合
（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

道徳教育は子どもたちが
よりよく生きるための基
盤となる道徳性を養うこ
とをめざし、道徳的な課
題について子どもたち一
人ひとりが自分自身の問
題と捉え、向き合う「考
え、議論する道徳」を実
現することが大切である
と考えたことから選定し
ました。

小学生
82.1%
中学生
87.3%

小学生
87.0%
中学生
90.0%

現状値は、小学生では全国
平均より低く、中学生では
高くなっています。公立小
中学校で道徳科授業を充実
し、令和５年度の全国平均
（小83.6％、中86.3％）を
小中学生とも３ポイント程
度上回ることをめざし、小
学生では毎年度約1.2ポイ
ント、中学生では約0.7ポ
イントずつ増加し、令和９
年度には小学生87％、中学
生90％の達成を目標として
設定しました。

授業時間以外に読
書をする子どもた
ちの割合

「学校の授業時間以外
に、１日あたりどれくら
いの時間、読書をします
か」という質問に対し
て、「10分以上」と回答
した公立小中学生の割合
（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

豊かな心の育成につなげ
るため、読書活動の推進
を行うことで読書に親し
む子どもたちが増えるこ
とが重要であることから
選定しました。

小学生
57.2%
中学生
44.7%

小学生
60.0%
中学生
49.4%

子どもたちの読書習慣が、
公立小中学生ともに全国平
均に達していないため、全
国平均値に達することを目
標として設定しました。

高等学校の文化部
活動で外部の専門
家が実技指導等を
実施した回数

県立高等学校の文化部活
動において、学校部活動
振興事業を活用し、外部
の専門家による実技指導
等を実施した回数（三重
県教育委員会調べ）

県立高等学校の文化部活
動において、外部の専門
家による実技指導等の充
実が大切であることから
選定しました。

2,893回
(R4)

3,325回

令和９年度までに、学校部
活動振興事業において配当
されている時間数を達成す
ることができる実技指導の
回数を目標として設定しま
した。

むし歯予防に取り
組んでいる小学
校・特別支援学校
（小学部）の割合

年間を通じて、給食後の
歯みがき指導またはフッ
化物洗口を実施している
公立小学校および県立特
別支援学校（小学部）の
割合（三重県教育委員会
調べ）

歯と口の健康づくりは、
生涯にわたり健康で充実
した生活を送るための基
礎として重要であり、子
どもたち一人あたりの平
均むし歯指数が、全国平
均と比べて高い状況が続
いていることから選定し
ました。

40.2%
（R4）

100%

全ての公立小学校および県
立特別支援学校（小学部）
が、むし歯予防に努め、給
食後の歯みがき指導または
フッ化物洗口に取り組むこ
とを目標として設定しまし
た。

朝食を食べている
子どもたちの割合

「朝食を毎日食べていま
すか」という質問に対し
て、「している」、「ど
ちらかといえば、してい
る」と回答した公立小中
学生の割合（文部科学省
「全国学力・学習状況調
査」）

子どもたちが望ましい食
習慣を身につけ、楽しい
雰囲気で食事をすること
は、生涯をとおして健康
的な生活のリズムを形成
するための基礎となり、
朝食を欠食する子どもた
ちが毎日摂取することが
重要であることから選定
しました。

小学生
93.6%
中学生
91.5%

小学生
95.1%
中学生
93.1%

朝食を欠食する子どもたち
が、摂取できるように、食
育や朝食メニューコンクー
ル、保護者への啓発等の取
組をとおして、全国上位の
割合に達することを目標と
して設定しました。

運動する時間を自
ら確保している子
どもたちの割合

「学校の体育・保健体育
の授業以外で、運動（体
を動かす遊びを含む。）
やスポーツを合計で１日
およそどれくらいしてい
ますか」という質問に対
して、１週間の総運動時
間が７時間以上と回答し
た公立小中学生の割合
（スポーツ庁「全国体
力・運動能力、運動習慣
等調査」）

体力の向上を図るには、
日常生活で運動する習慣
を身につけることが大切
であることから選定しま
した。

小学生
37.8%
中学生
72.7%

小学生
45.3%
中学生
78.4%

現状値は小学生が全国平均
と同程度、中学生は全国平
均より高くなっています
が、近年、本県の子どもた
ちの運動時間は減少してい
る状況です。令和６年度に
は以前の水準にもどし、以
降も同様の増加傾向を続け
ていくことを目標として設
定しました。

運動部活動の地域
連携・地域移行に
取り組んでいる中
学校の割合

運動部活動について、地
域連携・休日の地域移行
に取り組んでいる公立中
学校の割合（三重県教育
委員会調べ）

運動部活動改革を推進
し、公立中学校において
休日の運動部活動の地域
連携・地域移行を進める
必要があることから選定
しました。

51.0% 100%

令和５年度から令和７年度
までの改革推進期間におい
て、段階的に地域連携・地
域移行を推進し、全ての公
立中学校が取り組んでいる
ことを目標として設定しま
した。

(6)

読書活
動・文化
芸術活動
の推進

(8)

体力の向
上と運動
部活動改
革の推進

(5)
道徳教育
の推進

施策名

(7)
健康教
育・食育
の推進
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

目標を持って学習
や活動に取り組ん
でいる子どもたち
の割合

「目標の達成をめざし
て、学習や活動ができて
いますか」という質問に
対して、肯定的な回答を
した公立小中学生および
県立高校生の割合（三重
県教育委員会調べ）

子どもたちが目標を定
め、先を見通して行動で
きる力は、これからの社
会において必要であるこ
とから選定しました。

小学生
90.9％(R4)

中学生
90.5％(R4)

高校生
71.0％(R5)

小学生
100％
中学生
100％
高校生
85.1％

現状値は、小中学生で約９
割の子どもたちが肯定的な
回答をしていることから、
100％を目標にしました。
高校生はこれまでの増加傾
向を継続させ、令和５年度
と比べて令和９年度までに
14.1ポイント高めることと
して目標を設定しました。

学校外の活動に自
ら参加し、将来の
進路を考えること
につなげている高
校生の割合

地域・社会、企業、大学
等が実施する取組や活
動、インターンシップ等
への参加を通じて、将来
の進路について考えるこ
とにつなげている県立高
校生の割合（三重県教育
委員会調べ）

社会的・職業的自立に必
要な能力や態度を身につ
けるには、進路に関係す
るさまざまな体験の機会
に主体的に参加し、自ら
の進路について考えるこ
とが大切であることから
選定しました。

82.8% 100%

在学中にインターンシップ
を経験した県立高校生の割
合と、大学・短大等と連携
した学習活動を実施した県
立高等学校の割合を参考
に、全ての高校生が、体験
活動での経験を将来の進路
を考えることにつなげてい
ることを目標として設定し
ました。

国際的視野や論理
的・科学的思考
力、探究心を育む
取組に参加した生
徒の数

国際的視野を広げ、多様
な価値観を理解したり、
論理的・科学的思考力、
探究心を育んだりするた
めに県が実施する取組に
参加した公立中学生およ
び県立高校生の数（三重
県教育委員会調べ）

グローバル化が進展する
中、子どもたちが多様な
価値観を理解するととも
に、論理的・科学的思考
力、探究心を身につける
ことが大切であることか
ら選定しました。

中学生
898人(R5)

高校生
224人(R4）

中学生
1,600人
高校生
320人

中学生は、公立中学校で各
クラス１名が参加すること
を目標として設定しまし
た。高校生は、参加者20名
の講座を毎年度１講座ずつ
増やし、参加生徒を増やす
ことを目標として設定しま
した。

地域や社会をよく
するために何かし
てみたいと考える
子どもたちの割合

「地域や社会をよくする
ために何かしてみたいと
思いますか」という質問
に対して、肯定的な回答
をした公立小中学生の割
合（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

地域が持続的に発展して
いくためには、子どもた
ちが、地域への愛着・誇
りを持ち、地域の課題解
決に主体的に参加する経
験を積むことが重要であ
ることから選定しまし
た。

小学生
77.9％
中学生
68.8％

小学生
80.0％
中学生
70.0％

現状値は、小中学生とも全
国平均より高くなっていま
す。今後も上昇傾向を続け
ることをめざし、小学生で
は毎年度約0.5ポイント、
中学生では約0.3ポイント
ずつ増加し、令和９年度に
は小学生80%、中学生70%
に達することを目標として
設定しました。

困難だと思うこと
でも、前向きに考
えて挑戦している
高校生の割合

「困難だと思うことで
も、前向きに考えて挑戦
していますか」という質
問に対して、肯定的な回
答をした県立高校生の割
合（三重県教育委員会調
べ）

将来を予測することが難
しい社会において、生徒
が困難だと感じることに
対して前向きに挑戦する
ことが社会の変化に対応
する力として必要である
ことから選定しました。

76.0% 84.8%

これまでの増加傾向を継続
させ、令和５年度と比べ
て、令和９年度までに8.8
ポイント高めることとして
目標を設定しました。

実社会での問題発
見・解決に生かし
ていくための教科
横断的な学習活動
を行った高等学校
の数

科学、技術、工学、リベ
ラルアーツ・教養、数学
等における見方・考え方
を総合的・統合的に働か
せて、問題を発見し、解
決する教科横断的な学習
活動を行った県立高等学
校の数（三重県教育委員
会調べ）

身近な地域や世界規模の
課題を設定しその解決に
向け深く考察し行動する
探究活動や、多様な考え
方を持つ仲間との学びや
個々の教科の学びを基礎
とし教科横断的な学びを
行うＳＴＥＡＭ教育、地
域の産業や特色を題材に
した地域課題解決型学習
を推進する必要があるこ
とから選定しました。

32校
（R4）

56校

これまでの増加傾向を継続
させ、令和９年度までに全
ての県立高等学校（全日
制）で実施することを目標
として設定しました。

地域や社会をよく
するために、社会
の形成者として権
利を行使し責任を
果たそうと考える
高校生の割合

「社会の一員として権利
を行使し、義務と責任を
果たそうと考えています
か」、「地域や社会をよ
くするために何をすべき
かを考えることがありま
すか」という質問に対し
て、肯定的な回答をした
県立高校生の割合（三重
県教育委員会調べ）

18歳で成年を迎えること
となる高校生が、社会を
構成する一員として権利
を行使し、責任を果たす
ことの大切さを理解して
いる必要があることから
選定しました。

63.9% 82.1%

これまでの増加傾向を継続
させ、令和５年度と比べ
て、令和９年度までに18.2
ポイント高めることとして
目標を設定しました。

基本施策２   未来を創造し社会の担い手となる力の育成

施策名

(4)

主体的に
社会を形
成する力
の育成

(1)
キャリア
教育の推

進

(2)
グローカ
ル教育の

推進

(3)

新たな価
値を創り
出す力の

育成
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

特別支援教育に関
する高い専門性を
生かした指導・支
援を行った高等学
校の割合

特別な支援を必要とする
生徒が在籍する県立高等
学校のうち、発達障がい
支援員または特別支援学
校のコーディネーター等
による相談・支援を複数
回活用し、指導・支援を
行った学校の割合（三重
県教育委員会調べ）

県立高等学校に在籍する
特別な支援を必要とする
生徒が、安心して学校生
活を送るためには、一人
ひとりに応じた継続的な
相談・支援が必要なこと
から選定しました。

82.5％
(R4)

100%

全ての県立高等学校におい
て、特別な支援を必要とす
る生徒に対して、一人ひと
りの状況に応じたきめ細か
な指導や支援を行うことを
目標に設定しました。

通級による指導を
担当する教職員に
対する研修の受講
者数

通級による指導を担当す
る教職員等の専門性の向
上を図るために、大学と
連携して、年に12回以上
の研修を受講した教職員
の数（累計）（三重県教
育委員会調べ）

通常の学級に在籍する障
がいのある子どもたちへ
の専門的な支援を実施す
るためには、通級による
指導を担当する教員の専
門性を高めることが必要
であることから選定しま
した。

60人 180人

通級による指導を行う教室
の設置状況をふまえ、毎年
度30人ずつの教職員が研修
を受講していくことを目標
として設定しました。

特別支援学校高等
部の一般企業就職
希望者の就職率

一般企業への就職を希望
している県立特別支援学
校高等部の生徒の就職率
（就労継続支援Ａ型事業
所を除く。）（三重県教
育委員会調べ）

障がいのある子どもの教
育的ニーズを的確に把握
し、早期からの一貫した
指導・支援の充実を図
り、一般企業への就職を
希望する生徒の就職を実
現することは、特別支援
教育の成果をあらわすこ
とになるものであること
から選定しました。

100%
（R4）

100%

一般企業への就職を希望し
ている全ての生徒が、一般
企業に就職することを目標
として設定しました。

特別支援学校にお
ける交流および共
同学習の実施回数

県立特別支援学校と小中
学校、高等学校等との交
流および共同学習を実施
した回数（三重県教育委
員会調べ）

県立特別支援学校と地域
の小中学校、高等学校等
との交流および共同学習
は、子どもたちがお互い
を理解し、共に助け合う
ことを学ぶ大切な機会で
あることから選定しまし
た。

756回
（R4）

1,100回

コロナ禍により対面での活
動が制限され、一度は実施
回数が減少しましたが、オ
ンラインを活用して実施す
ることも可能になったこと
から、それぞれの県立特別
支援学校で年間５～６回の
増加、全体で100回程度の
増加を目標として設定しま
した。

(2)

特別支援
学校にお
ける自立
と社会参
画に向け
た教育の
推進

基本施策３   特別支援教育の推進

施策名

(1)

一人ひと
りに応じ
た切れ目
のない教
育の推進
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

いじめをなくそう
と行動する子ども
たちの割合

「いじめについて見聞き
したとき、いじめをなく
そうと自分にできること
を考え行動しますか」と
いう質問に対して、肯定
的な回答をした公立小中
学生の割合（三重県教育
委員会調べ）

いじめをなくすために
は、いじめ許さない心を
育むことに加え、いじめ
を許さない行動力を育む
ことが重要であることか
ら選定しました。

88.2%
（R4）

100.0%

公立小中学校の全ての子ど
もたちがいじめをなくすた
めに行動することを目標と
して設定しました。

小中高等学校にお
ける暴力行為の発
生件数

公立小中学校および県立
高等学校における児童生
徒1,000人あたりの暴力行
為（対教師暴力、生徒間
暴力、対人暴力、器物損
壊）の発生件数（三重県
教育委員会調べ）

子どもたちが将来にわた
り、心豊かで安全・安心
な社会をつくる担い手と
なれるよう、暴力行為を
許さない心や行動ができ
る力を身につけることが
重要であることから選定
しました。

7.6件
（R4）

6.0件

暴力行為の1,000人当たり
の発生件数が、令和９年度
までに過去５年間の全国平
均に達することを目標とし
て設定しました。

いじめや暴力の心
配がなく、学校生
活に安心を感じて
いる子どもたちの
割合

「学校で、いじめや暴力
の心配がなく、安心して
学習することができます
か」という質問に対し
て、肯定的な回答をした
公立小中学生および県立
高校生の割合（三重県教
育委員会調べ）

誰もが安心して学ぶため
には、いじめや暴力の心
配がなく、安全・安心を
感じていることが大切で
あることから選定しまし
た。

小学生
96.0%
中学生
98.0%
高校生
94.0%

（R4）

小学生
100%

中学生
100%

高校生
100%

全ての子どもたちが安心を
感じていることを目標とし
て設定しました。

いじめの認知件数
に対して解消した
ものの割合

当該年度のいじめの認知
件数のうち、国の「いじ
めの防止等のための基本
的な方針」で示された解
消要件を満たすものの割
合（三重県教育委員会調
べ）

認知されたいじめの事案
に関しては、組織的な対
応により、解消を図るこ
とが重要であることから
選定しました。

92.1%
(R4)

100%

いじめは子どもたちの命に
も関わり、人格の形成に重
大な影響を与えることか
ら、認知されたいじめは、
全て解消することを目標と
して設定しました。

スクールカウンセ
ラー、相談員、養
護教諭を積極的に
活用して教育相談
体制の充実を図っ
た学校の割合

学校におけるいじめの問
題に対する日常の取組に
ついて、「スクールカウ
ンセラー、相談員、養護
教諭を積極的に活用して
教育相談体制の充実を
図った」と回答した公立
小中学校および県立学校
の割合（三重県教育委員
会調べ）

学校内外の専門人材を活
用して、教育相談体制の
構築を進めることが大切
であることから選定しま
した。

小学校
97.4%
中学校
96.0%

高等学校
95.5%

（R4）

小学校
100%

中学校
100%

高等学校
100%

全ての公立小中学校および
県立学校で専門人材を積極
的に活用して、教育相談体
制の構築が進むことを目標
として設定しました。

いじめの問題につ
いて、教職員間で
共通理解を図った
り、校内研修会を
実施したりした学
校の割合

学校におけるいじめの問
題に対する日常の取組に
ついて、「職員会議等を
通じて，いじめの問題に
ついて教職員間で共通理
解を図った」または「い
じめの問題に関する校内
研修会を実施した」と回
答した公立小中学校およ
び県立学校の割合（三重
県教育委員会調べ）

教職員がいじめの問題に
適切に対応するために
は、教職員の共通理解の
下、組織的な対応が必要
があることから選定しま
した。 100%

（R4）
100%

全ての公立小中学校および
県立学校でいじめ問題につ
いての共通理解が図られ、
組織としての対応が定着す
ることを目標として設定し
ました。

  いじめや暴力のない学びの場づくり

施策名

基本施策４

(1)

いじめや
暴力をな
くす取組
の推進

(2)

いじめの
認知と学
校内外の
教育相談
体制の充
実

(3)

いじめに
対する迅
速・確実
な対応の
推進

(4)

いじめ対
策に関す
る教職員
の資質向
上と支援
体制の充
実
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

学校内外で専門的
な相談・指導を受
けた不登校児童生
徒の割合

学校内のスクールカウン
セラーや学校外の教育支
援センター等による専門
的な相談・指導を受けた
公立小中学校および県立
高等学校の不登校児童生
徒の割合（三重県教育委
員会調べ）

不登校児童生徒の将来の
社会的自立に向けて、心
理等の専門人材や関係機
関とのつながりを持つこ
とが大切であることから
選定しました。

小学生
70.9%
中学生
61.5%
高校生
49.9%
(R4)

小学生
89.1%
中学生
88.6%
高校生
70.5%

不登校児童生徒のうち、長
期にわたって欠席している
児童生徒全員が、学校内外
の機関等に専門的な相談等
を受けた状態をめざして目
標を設定しました。

不登校を含む長期
欠席児童生徒が40
人を超える小中学
校における「校内
教育支援セン
ター」の設置数

不登校を含む長期欠席児
童生徒の数が１クラス規
模（40名）を超える公立
小中学校における「校内
教育支援センター」の設
置数（累計）（三重県教
育委員会調べ）

不登校児童生徒の学習の
遅れやそれに基づく不安
の解消、学習や進学に関
する意欲の回復のために
は、校内教育支援セン
ターの設置が大切である
ことから選定しました。

18校 53校

不登校を含む長期欠席児童
生徒の数が１クラス規模を
超える公立小中学校の全て
に「校内支援センター」を
設置できるよう、今後の不
登校児童生徒数の増加を見
込みながら、目標値を設置
しました。

日本語指導が必要
な児童生徒に対し
て、個々の日本語
習得レベルに応じ
た教育を計画的に
行っている学校の
割合

日本語を用いた授業を受
けられるようになること
をめざし、児童生徒の日
本語習得の状況に応じた
教育を計画的に行ってい
る公立小中学校および県
立高等学校の割合（三重
県教育委員会調べ）

日本語指導が必要な児童
生徒に対して、個々の日
本語習得の状況に応じた
教育を計画的に受けるこ
とができるよう、授業づ
くりや時間の設定をする
ことが必要であることか
ら選定しました。

小学校
79.0％(R4)

中学校
90.9％(R4)
高等学校

68.8％(R5)

小学校
100％
中学校
100％

高等学校
100％

全ての公立小中学校および
県立高等学校で日本語習得
の状況に応じた教育が計画
的に行われることを目標と
して設定しました。

家庭や地域と連携
した防災の取組を
実施している学校
の割合

家庭や自主防災組織、自
治会等と連携した防災訓
練などの取組を実施して
いる公立小中学校および
県立学校の割合（三重県
教育委員会調べ）

災害時に子どもたちの命
を守るためには、子ども
たちの防災意識を高める
とともに、日頃から家庭
や地域と連携した取組が
必要なことから選定しま
した。

83.6%
（R4）

100%

全ての公立小中学校および
県立学校で、毎年度取組が
実施されることを目標とし
て設定しました。

通学路の安全対策
が実施された箇所
の割合

「通学路交通安全プログ
ラム」に基づく通学路安
全点検により把握した、
学校および教育委員会が
安全対策を行うべき箇所
のうち、対策済みの箇所
の割合（三重県教育委員
会調べ）

登下校時における子ども
たちの安全を確保するた
めには、通学路の安全対
策を行うことが重要であ
ることから選定しまし
た。

97.0%
（R4）

100%

通学路の安全対策を行うべ
き全ての箇所について、速
やかに対策が実施されるこ
とを目標として設定しまし
た。

子どもが加害者と
なった交通事故の
件数

公立小中学生および県立
高校生が当事者となった
交通事故のうち、加害事
故の件数（県立高校生は
自損の件数を含む。）
（三重県教育委員会調
べ）

子どもたちが危機を予測
し回避する能力を高め、
事故を起こさない行動が
できる力を身につけるこ
とが重要であることから
選定しました。

小中学生
49件

高校生
140件
（R4）

小中学生
0件

高校生
0件

交通安全教育の推進によ
り、子どもたちが、主体的
に判断し行動ができる力を
身につけ、加害となった事
故がない状態を目標として
設定しました。

子どもの居場所数 子ども食堂や学習支援の
場など、学校や家庭以外
で子どもが気軽に集える
「子どもの居場所」の数
（三重県子ども・福祉
部、三重県教育委員会調
べ）

子どもの居場所は、食事
の提供や学習支援、体験
機会の提供、悩みを抱え
る子どもや保護者への相
談支援、行政等と連携し
た円滑な対応など、さま
ざまな役割を担ってお
り、子どもの豊かな育ち
の実現につながることか
ら選定しました。

232 408

県内の公立小学校数や学習
支援の実施状況等をふま
え、地域の実情に応じた子
どもの居場所づくりが広が
ることを目標として設定し
ました。

中途退学した高校
生の割合

県立高等学校（全日制・
定時制・通信制）に入学
した生徒のうち、「学業
不振」、「学校生活・学
業不適応」、「経済的理
由」を理由として中途退
学した生徒の割合（三重
県教育委員会調べ）

高校生が教育活動を通じ
て豊かに成長し、できる
だけ退学に至らないよう
にすることが大切である
ことから選定しました。

0.40% 0.32%

「学業不振」、「学校生
活・学業不適応」、「経済
的理由」を理由とする中途
退学率の全国上位の割合を
参考に、令和９年度までに
毎年度0.02ポイントずつ減
少することを目標として設
定しました。

基本施策５

(5)

学びの
セーフ
ティネッ
トの構
築・学び
の継続

(4)

  誰もが安心して学べる教育の推進

施策名

(1)

不登校の
状況にあ
る児童生
徒への支
援

(2)

外国につ
ながる児
童生徒の
自立に向
けた力の
育成

子どもた
ちの安
全・安心
の確保

(3)

防災教
育・防災
対策の推
進
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

研修とその後の教
育実践により自ら
の資質・能力の向
上が図られたとす
る教職員の割合

「研修とその後の教育実
践により自らのライフス
テージに応じた資質・能
力を高めることができま
したか」という質問に対
して、「できた」と回答
した教職員の割合（三重
県教育委員会調べ）

経験年数や職種に応じた
法定・悉皆研修を実施
し、教職員が授業に生か
して実践することで、資
質・能力の向上を図るこ
とが重要であることから
選定しました。

51.2%
（R4）

62.0%

経験年数や職種に応じて教
職員の資質・能力の向上を
図る必要があることから、
令和４年度の実績値から毎
年度2.0ポイントずつ増加
することを目標として設定
しました。

リーダーシップを
発揮して、課題の
改善に向け学校マ
ネジメントの取組
をより効果的に進
めている学校の割
合

「研修の成果や自身の経
験を反映させ、課題の改
善に向け組織的に取り組
むことができましたか」
という質問に対して、最
も肯定的な選択肢である
「取り組んでいる」と回
答した公立小中学校およ
び県立学校の割合（三重
県教育委員会調べ）

学校や学級の抱える課題
の改善を組織的に進める
ためには、組織マネジメ
ント力を高め、組織運営
体制を強化することが重
要であることから選定し
ました。

小学校
44.6%
中学校
47.7%

県立学校
36.3%

（R4）

小学校
50.0%
中学校
53.0%

県立学校
42.0%

学校を取り巻く課題の改善
に向け、組織マネジメント
力を高め、組織運営体制を
強化する必要があることか
ら、令和４年度の実績値か
ら毎年度1.0ポイントずつ
増加することを目標として
設定しました。

コンプライアンス
の徹底に取り組ん
だ所属・公立学校
の割合

組織マネジメントシート
（教育委員会事務局）、
学校マネジメントシート
または行動計画（県立学
校）、学校経営の改革方
針等（小中学校等）にお
いて掲げたコンプライア
ンスに係る目標につい
て、年度末時点で「達成
済み」となった所属・公
立学校の割合（三重県教
育委員会調べ）

教職員の不祥事を防止し
ていくためには、所属
長・学校長のリーダー
シップのもとで所属・学
校単位でのコンプライア
ンスの徹底に向けた取組
を実施していくことが基
本であることから選定し
ました。

100%
(R4)

100%

全ての所属・学校において
コンプライアンスの徹底が
図られることが必要である
ことから、毎年度100％を
目標として設定しました。

総勤務時間に関す
る教職員の満足度

教職員満足度調査（公立
小中学校および県立学校
対象）における「総勤務
時間」の項目の満足度
（５点満点）（三重県教
育委員会調べ）

教職員満足度調査は、教
職員の満足度や意欲・問
題意識等を把握するもの
であり、「現在の総勤務
時間は適切か」の設問に
対する満足度は、学校に
おける働き方改革の成果
をより的確に反映してい
ることから選定しまし
た。

2.39 2.73

令和５年度の結果をもと
に、４段階の回答のうち
「Ｄ（そう思わない）」の
回答者を０人とすることを
目標として設定しました。

学習の中でICT機器
を使うのは勉強の
役に立つと思う子
どもたちの割合

「学習の中でＰＣ・タブ
レットなどのＩＣＴ機器
を使うのは勉強の役に立
つと思うか」という質問
に対して、最も肯定的な
選択肢である「役に立つ
と思う」と回答した公立
小中学校の児童生徒の割
合（文部科学省「全国学
力・学習状況調査」）

１人１台端末環境の下
で、子どもたちが既存の
ＩＣＴを十分に活用する
とともに、将来のＩＣＴ
の変化・進化にも適応す
る力を身につけることが
大切であることから選定
しました。

小学生
68.4%
中学生
61.4%

小学生
72.5%
中学生
65.5%

小中学生とも、令和５年度
調査の全国上位の結果を参
考に、毎年度1.0ポイント
程度増加するよう目標を設
定しました。

１人１台端末を効
果的に活用して指
導できる教職員の
割合

子どもたちがＩＣＴを活
用して、互いの考えを交
換し共有して話し合いな
どができるように指導す
る能力に関する問いに対
して、肯定的に回答した
教職員の割合（文部科学
省「学校における教育の
情報化の実態等に関する
調査」）

１人１台端末環境の下
で、子どもたちが既存の
ＩＣＴを十分に活用する
とともに、将来のＩＣＴ
の変化・進化にも適応す
る力を身につけるため、
教職員のＩＣＴ活用指導
力の向上を図ることが重
要であることから選定し
ました。

83.6% 100%

全ての教職員がＩＣＴを効
果的に活用して指導できる
能力を身につけることを目
標として設定しました。

基本施策６   教職員の資質向上・人材確保とコンプライアンスの推進

(2)

学校にお
ける働き
方改革の
推進

(3)
ICTを活用
した教育
の推進

(1)

教職員の
資質向
上・人材
確保とコ
ンプライ
アンスの
推進

施策名
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項目 項目の説明 選定理由
現状値

（Ｒ５）
目標値

（Ｒ９）
令和９年度の

目標値の設定理由

地域と連携した教
育活動に取り組ん
でいる小中学校の
割合

地域住民等の参画による
学習支援に取り組んでい
る公立小中学校の割合
（三重県教育委員会調
べ）

コミュニティ・スクール
をはじめ、学校と地域が
連携や協働をして、子ど
もたちの育ちと学びを支
えることが重要であるこ
とから選定しました。

小学校
75.4%
中学校
59.5％
（R4）

小学校
100%

中学校
100%

全ての公立小中学校が地域
と連携や協働をしているこ
とを目標として設定しまし
た。

授業で主体的に学
習に取り組んでい
る高校生の割合

「授業では、話し合う活
動などをとおして、自分
で考え、自分から取り組
んでいると思いますか」
という質問に対して、肯
定的な回答をした県立高
校生の割合（三重県教育
委員会調べ）

学校段階間の接続の推進
と県立高等学校の特色
化・魅力化により、生徒
の多様な能力・適性、興
味関心等に応じた学びが
実現され、生徒の学習意
欲の喚起につながること
が大切であることから選
定しました。

81.8% 86.5%

これまでの増加傾向を継続
させ、令和９年度までに
5.0ポイント高めることを
目標として設定しました。

学校施設の長寿命
化計画に係る長寿
命化改修に着手し
た建物数

「三重県立学校施設長寿
命化実施計画」において
計画している長寿命化改
修に着手した建物の数
（累計）（三重県教育委
員会調べ）

建物の老朽化対策やトイ
レ等の設備の改修は長寿
命化計画に基づき取組を
進めますが、改修の工期
は改修内容により一律で
はなく、複数年にわたる
ものもあることから、計
画の進捗状況を端的に把
握するため、着手した建
物数を選定しました。

41棟 78棟

これまでの実績値に、「第
Ⅱ期三重県立学校施設長寿
命化実施計画」において計
画している長寿命化改修工
事の建物の数（37棟）を加
えたものを累計の目標値と
して設定しました。

家庭での学びを提
供するホームペー
ジ「みっぷる広
場」に掲載したコ
ラム数

家庭での学びを提供する
ホームページ「みっぷる
広場」に掲載した、子育
ての参考となるコラム数
（累計）（三重県子ど
も・福祉部調べ）

地域のつながりの希薄化
や少子化の進行など子育
て家庭をめぐる環境が変
化するとともに、家族の
多様化や共働き家庭の増
加等により、保護者が身
近な人から子育てを学ぶ
機会や子育て中の保護者
同士がつながる機会が減
少しています。このた
め、子育てや家庭での教
育に不安や悩みを持つ保
護者の増加が懸念され、
ホームページを通じ、よ
り多くの保護者に情報を
提供する必要があること
から選定しました。

76
(R4)

210

これまでの増加傾向をふま
えて、毎年度30コラムの増
加を目標として設定しまし
た。

家庭教育を応援す
る人材の養成数
（「みえの親スマ
イルワーク」の進
行役）

みえの親スマイルワーク
養成講座に参加した市町
の子育て支援センター職
員やPTA会員等の数（累
計）（三重県子ども・福
祉部調べ）

家庭教育を応援する体制
づくりとして、これまで
の取組に加え、市町等に
おいてみえの親スマイル
ワークを推進していく必
要があることから選定し
ました。

21人
(R4)

145人

これまでの実績をふまえ、
みえの親スマイルワークの
進行役が、毎年度25名増加
することを目標として設定
しました。

公民館等の社会教
育活動として、Ｉ
ＣＴを活用した取
組を行っている市
町の数

公民館等での社会教育活
動において、オンライン
を活用した取組・講座等
を行っている市町の数
（三重県教育委員会調
べ）

生涯を通じて誰もがいつ
どこでも学ぶことができ
るよう、ＩＣＴを活用し
て社会教育の学びの機会
を提供することが重要で
あることから選定しまし
た。

10市町
（R4）

29市町

全ての市町で取組が実施さ
れることを目標として設定
しました。

三重県内の国・県
指定等文化財数

国の指定・選定・選択・
登録文化財、県の指定・
選択文化財の数（累計）
（三重県教育委員会調
べ）

地域社会総がかりで文化
財が保存・活用・継承さ
れるようサポートを積極
的に行い、市町の文化財
の国・県指定・登録等を
増やしていくことが大切
であることから選定しま
した。

1,223件
(R4)

1,287件

過去５年間の国・県の指
定・登録の増加平均が年間
16件であることから、引き
続き地域の文化財の指定・
登録等にかかる支援を行
い、毎年度16件ずつ増加す
ることを目標として設定し
ました。

(9)
文化財の
保存・活
用・継承

(5)
学校の特
色化・魅
力化

(4)

地域とと
もにある
学校づく
り

(8)

社会教育
の推進と
地域の教
育力の向
上

(7)
家庭での
学びの応

援

施策名

(6)
学校施設
の設備
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